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1. はじめに
東日本大震災を契機として，津波に対する被害予測は従

来の浸水域の予測のみだけではなく，構造物の被害予測も

含めたものが求められるようになってきている．一般に津

波遡上解析では，マニングの粗度係数を変えることによっ

て土地利用及び構造物の影響を考慮しているが，その手法

では建物の倒壊及び，倒壊によって発生する瓦礫が津波遡

上域に与える影響を考慮することはできない．

　そこで本研究では，著者らが提案した建物の倒壊を考慮

した手法
1)
を津波遡上解析に適用し，建物をマニングの粗

度係数で表現する従来の手法との比較により，本手法の有

効性の検証を行う．

2. 支配方程式と解析手法
(1) 支配方程式

支配方程式には，以下に示す非線形性と分散性を考慮し

た Boussinesq方程式（非線形分散波方程式）を用いる．
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ここで，Uは未知数ベクトル (全水深，断面平均流速)であ
り，Ai，K，R，Nij，G はそれぞれ移流項，分散項，水底
勾配項，拡散項，摩擦項に対する行列である．

(2) 解析手法

空間方向の離散化には SUPG 法に基づく安定化有限要
素法

2)
を，時間方向の離散化として，2 次精度を有する

Crank-Nicolson 法を用い，連立一次方程式の解法には，
Element-By-Element 処理による Bi-CG STAB 法を用い
る．また，本手法では，各時間ステップにおいて建物に作

用する流体力を求め，その流体力が建物の種類別抗力を超

えた場合に，建物領域が海水に比べて密度の高い流体に置

き換わり，移流方程式に従い移流すると仮定する．本建物

倒壊手法の詳細については，参考文献
1)
を参照されたい．

3. 数値解析例
(1) 解析条件

図-1に示すモデルを用いて本手法の遡上域における妥当

性の検証を行う．図の構造物は 10m × 10m の正方形の形
状と仮定し，36棟の建物を配置している．流体力が建物の
抗力を超えた際に建物は倒壊と判定する．また，倒壊時に

は建物部分に漂流物が発生すると仮定する．建物は木造と

仮定し，抗力値は既往の研究
3) 4)
を参考にし，38.0 kN/m ，

　　　　　

図 – 1 複数構造物を有する津波解析例題

　　　　　　　　　　　　　　　

図 – 2 Case Aの遡上域 (全水深)の比較 (50s時点)

建物倒壊時に発生する漂流物の密度は 1.44 t/m3としてい

る．マニングの粗度係数は既往の研究
5)
を参考にし，海域

は 0.025m− 1
3 · s ，陸域は 0.020 m− 1

3 · s，建物部分は 0.080
m− 1

3 · s としている．なお時間増分量は 0.01sとしている．
本例題では，以下の 3 パターンの条件で解析を行い，そ
れぞれ遡上域と流体力の解析結果の比較及び検討を行った．

• Case A : 初期水位が 2.0mの段波と仮定
• Case B : 初期水位が 5.0mの段波と仮定
• Case C : 初期水位が 5.0m の段波と仮定，3 列目中
　　　　 央の建物のみ RC造と仮定．

(2) 解析結果

図-2 は Case A の解析結果である．上段は建物をマニン
グの粗度係数で表現する手法を用いており，下段は本手法

を用いている．両者の解析結果を比較すると，このケース
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図 – 3 Case Bの遡上域 (全水深)の比較 (28.8s時点)

　　　　　　　　　　　　　　　

図 – 4 Case Bの流体密度の比較 (28.8s時点)

では建物が倒壊しないことによって建物周辺の遡上域及び

水深分布に顕著な差異が生じていることが確認できる．続

いて，図-3 は Case B における遡上域の解析結果である．
図より，このケースでは全ての建物が倒壊し,両者の遡上域
には大きな差異が生じていないことが確認できる．図-4に

Case B における流体密度分布の比較を示す．本手法では建
物が倒壊したことによって瓦礫が生じ，密度が大きい流体

が移流している様子が確認できる．図-5 は Case C におい
て 3列目の中央の RC造の建物に作用する流体力がピーク
となるの流体密度の分布を示す．図-6に RC造の建物に作
用する流体力の時刻歴変化を示す．図より，本手法におけ

る流体力の解析結果は，建物を粗度係数で表現する手法に

おける流体力の解析結果に比べてピーク時に流体力が約倍

程度大きくなっていることが確認できる．

4. おわりに
本手法とマニングの粗度係数によって建物を考慮する手

法における津波遡上域及び流体力の解析結果を比較し，以

下の結論を得た．

• 本手法は，建物が倒壊しない場合は，従来手法と比較

　　　　　　　　　　　　　　　

図 – 5 Case Cの流体密度の比較 (19.4s時点)

　　　　　　　　　　　　　　　

図 – 6 Case Cの流体力の時刻歴変化

して津波浸水域の時間的変化に大きな差異が見られ

た．一方，建物が倒壊する場合には，両者にほとんど

差異が見られず，従来法と同様の結果が得られるこ

とが確認できた．

• 本手法は，従来法と比較して漂流物の影響が反映さ
れて後方の建物に作用する流体力に大きな差異が生

じることが確認できた．

　今後は，建物が倒壊した場合の流れ場への連成について

の検討，大規模計算に向けて並列化計算の導入を行う予定

である．
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